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１．エネルギーと気候変動の現状



世界・主要国のCO2排出量の推移
5

出典）Global Carbon Project, 2025

n 世界全体では、経済とCO2排出量の
カップリングは続いている。世界の排
出量を簡単に減らせる状況にはない。

n 先進国から、途上国へ、とりわけCO2
原単位の高い製造業の移転が起こっ
ている。

n 瞬間的とは言え、2024年の世界平均
気温は1.5℃上昇を超えた。（おそらく
2025年も） 出典）環境省, 2025

日本のGHG排出量



6
足下の電力需要および将来見通しの更新

出典）政府資料(2025)

実際に上昇に転じ、また、2030年以降の見通しについては、昨年推計よりも更に上振れの
可能性を示してきている。



主要国の一次エネルギー自給率比較(2020年)
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出典）経産省資料

ü 日本の自給率は極めて低い。エネルギー安全保障のために、自給率の向上は重要な
課題



8
エネルギー安定供給・安全保障への配慮

出典）GX実行会議資料(2024)より

太陽光 風力  蓄電池 電解装置

【各種技術の世界シェア】
出典）GX実行会議資料(2024)より

【LNGの価格推移】

太陽光、風力、蓄電池等は、中国に市場は支配されている。

化石燃料の価格変動は
大きくなっている。



温暖化対策の困難さ
9

ü 各国NDCの排出削減目標を積み上げても、
1.5℃はもちろん、2℃目標にも遠く届かない状況

ü UNEP (2025)では、現状政策のままでは2100
年に2.6℃前後の気温上昇になると推計

ü COP28決定文書－グローバル・ストックテイクで
は「最新のNDCsが完全に実施された場合には
2.1～2.8℃の範囲の上昇」の見通しとされた。

出典）UNEP, Emissions Gap Report 2025
ü 2026年1月27日 パリ協定から正式に離脱
ü 2026年1月7日 66の国際機関等からの脱退を決定

-気候変動枠組条約（UNFCCC）
-気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
-国際再生可能エネルギー機関（IRENA）

など
ü 米国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）は、2025年12月
に名称変更し、National Laboratory of the Rockies （NLR）と
なり、ミッションはエネルギー安全保障と安定供給に変更

米国トランプ政権



２. 第７次エネルギー基本計画
シナリオ分析等



2024年発電コスト検証：2040年の発電コスト（LCOE）
11

n 2040年の火力発電のLCOEは、高価と推計。ただし、燃料費、CO2対策費は、不確実
性が大きい。

n バイオマス発電のコストは、かなり高いと推計されている。



2024年発電コスト検証：2040年の発電コスト
（統合コストの一部を考慮した発電コスト） 12

n LCOEでは、事業用太陽光は安価と推計されるが、系統統合コストを含むコスト評価で
は、変動性再エネ設備容量が５割くらいを超えると他電源のコストと同程度、もしくは、よ
り高いと評価

n 電源の適切なバランスは重要
n DRのコスト低減をはかりながら、DRを活用しての統合費用のコスト削減が重要



温暖化対策評価モデルDNE21+の概要
(Dynamic New Earth 21+)

¨ 各種エネルギー・CO2削減技術のシステム的なコスト評価が可能なモデル

¨ 線形計画モデル（エネルギーシステム総コスト最小化。決定変数：約1千万個、制約条件：約1千万本）
¨ モデル評価対象期間： 2000～2100年（代表時点：2005, 10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 70, 2100年）
¨ 世界地域分割： 54地域分割（米国、中国等は１国内を更に分割。計77地域分割）
¨ 地域間輸送： 石炭、原油・各種石油製品、天然ガス・合成メタン、電力、エタノール、      
水素、CO2（ただしCO2は国外への移動は不可を標準ケースとしている）

¨ エネルギー供給（発電部門等）、CO2回収・利用・貯留技術（CCUS）を、ボトムアップ的に
（個別技術を積み上げて）モデル化

¨ エネルギー需要部門のうち、鉄鋼、セメント、紙パ、化学、アルミ、運輸、民生の一部に  
ついて、ボトムアップ的にモデル化。その他産業や民生においてCGSの明示的考慮

¨ 国際海運、国際航空についても、ボトムアップ的にモデル化
¨ 500程度の技術を具体的にモデル化、設備寿命も考慮
¨ それ以外はトップダウン的モデル化（長期価格弾性値を用いて省エネ効果を推定）
¨ モデル内でのコストは、実質価格で想定しており、1 USD=110円（2000-10年の平均値）を採用

• 地域別、部門別に技術の詳細な評価が可能。また、それらが整合的に評価可能
• 非CO2 GHGについては、別途、米EPAの技術・コストポテンシャル推計を基にしてRITEで開発したモデルを利用

・中期目標検討委員会およびタスクフォースにおける分析・評価
・国内排出量取引制度の検討における分析・評価、環境エネルギー技術革新計画における分析・評価
・第6次エネルギー基本計画策定時において基本政策分科会への2050年CN分析の提示はじめ、気候変動政策の
主要な政府検討において活用されてきた。またIPCCシナリオ分析にも貢献
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シナリオの想定
14

排出削減シナリオ シナリオ名 政府ｼﾅﾘｵ名 シナリオ概要

排出
制約
シナ
リオ

2030年▲46%＋
2040年▲73%＋
2050年CN
（世界1.5℃未満）

成長実現
シナリオ

革新技術
拡大

排出削減対策が広範に順調に技術進展する。国際的
な排出削減協調も順調で、日本の国際的な相対的エ
ネルギー価格差が適度に収まる。日本の温暖化対策
技術が海外にも広く普及。経済と環境の好循環を実
現し得る。

再エネシナリオ 再エネ拡大 再エネの社会共生制約小・コスト低減加速

水素系燃料
シナリオ

水素・新燃
料活用

合成メタン（e-methane）・合成燃料（e-fuels）・アンモ
ニアを含め、水素系エネルギーのコスト低減加速

CCSシナリオ CCS活用 CO2貯留の社会障壁小。経済合理的な範囲で広範に
普及

低成長シナリ
オ

―
技術進展が漸進的。CN対策のため、他国との日本
の国際的な相対的エネルギー価格差が拡大。産業の
海外移転進展し、経済の大幅な停滞リスク発現

炭素
価格
シナ
リオ

技術進展等の不確実性下
でのﾘｽｸ対応の経済と環境
の好循環ｼﾅﾘｵ
（政策目標としては、2040年
▲73%＋2050年CNだが、政策変
数としては排出削減費用をター
ゲットとし、技術・社会情勢の不確
実性により、結果としての排出量
は変化）

排出上振れ
リスクシナリオ

技術進展

技術進展は「成長実現シナリオ」相当が実現できず、
再エネ、CCS・CDR、水素系ｴﾈﾙｷﾞｰ、原子力等の技
術進展・普及が抑制的。そのため、海外との相対的な
ｴﾈﾙｷﾞｰ価格差が広がることから、経済と環境の好循
環維持のため、炭素価格政策水準も抑制的となる社
会像。炭素価格の想定はNGFS NZE2050（高位）

排出上振れ
大シナリオ

― 同上。炭素価格の想定はIEA NZE（低位）

経済の優先度をより高めた
ｼﾅﾘｵ
（1.5℃、2050年CN目標からの離
脱。誓約済み政策のみ実行）

誓約政策実行
シナリオ

―
同上。炭素価格の想定は、誓約済み政策のみの実現
を想定したIEA STEPS (Stated Policies Scenario) 
相当

エネ基分析

昨今の情勢踏ま
えた追加分析



【参考】 シナリオの想定：技術想定等
15

 
   

シナ
リオ

潜在的

経済成
長

GHG排出
削減制約

原子力 再エネ CCS／CDR 水素・ｱﾝ
ﾓﾆｱ

合成燃
料

ﾃﾞｰﾀｾﾝ
ﾀｰ等 IT
需要

自動車 鉄鋼

鉄鋼・化学・
自動車等の
生産量の展
望：炭素価
格による生
産量低下

所得効
果、人
口・なり
ゆき産
業構造
変化等

GHG排出
削減によっ
て誘発され
る炭素価
格

【上限
(2050年)】
低位：現状
60年運転
延長炉
中位：10%
（2040年
20%程度）
高位：20%

【ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ】
低位：太陽光(上
限：現状比2倍)、
陸上風力制約強
(上限：3倍)
高位；太陽光、陸
上風力制約弱(上
限：現状比4倍)

【ｺｽﾄ】
中位/
ｺｽﾄ低減
加速

【年間貯留ﾎﾟﾃ
ﾝｼｬﾙ(2050
年)上限】
低位：1.2億ﾄﾝ
高位：2.4億ﾄﾝ

【ｺｽﾄ】
中位/
ｺｽﾄ低減
加速

【ｺｽﾄ】
中位/
ｺｽﾄ低
減加速

将来ｼﾅ
ﾘｵ
（外生）

【EV】
中位/
ｺｽﾄ低
減加速

水素
DRI
普及
速度

成長実
現シナ
リオ

GDP高
位

（内閣府
「成長実
現ケー
ス」）

世界全体
で1.5℃目
標、日本
2030年
▲46%+
2040年
▲73%+
2050年
▲100%

高位
高位

(最適化計算結果とし
て中位)

ｺｽﾄ低減
加速・洋
上収斂

高位
ｺｽﾄ低減
加速
ｺｽﾄ低減
加速

高位
ｺｽﾄ低
減
加速
高位

小
(中弾性

(DEARS))：
成長実現シ
ナリオの結
果をすべて
に適用

再エネ
シナリオ

中位
高位

(最適化計算結果とし
て高位)

ｺｽﾄ低減
加速・洋
上収斂

低位 中位 中位 高位
ｺｽﾄ低
減
加速
高位

水素系
燃料シ
ナリオ

中位 高位 中位 低位
ｺｽﾄ低減
加速
ｺｽﾄ低減
加速

高位 中位 高位

CCSシ
ナリオ

中位 高位 中位 高位 中位 中位 高位 中位 高位

低成長
ｼﾅﾘｵ

低位 低位 中位 低位 中位 中位 中位 中位 中位
大

(高弾性＋
RAS法)

炭素価
格ｼﾅﾘｵ

炭素価格 中位 高位 中位 低位 中位 中位 高位 中位 中位 小

※ 2030年は炭素価格シナリオでは炭素価格を想定。その他シナリオでは▲46%を想定。また電源構成比率は第6次エネルギー基本計画のエネミックス
で制約。ただし、誓約政策実行シナリオは、2030年エネミックス制約は想定せず、原子力比率上限を15%とした制約のみを考慮



各シナリオの位置づけ
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再エネシナリオ

水素系燃料シナリオ

CCSシナリオ

成長実現シナリオ

低成長シナリオ

排出上振れ
リスクシナリオ

環境（GHG排出量）

経済

世界1.5℃未満

日本2040年▲73%、2050年CN

更に大きなリスクも

世界の気候変動緩和への取り組み破綻

一部の技術進展が停滞、
一部普及制約が強

技術進展がなりゆき的、
技術普及制約強

良 悪

良

悪

エネルギー需給
見通しシナリオ

相対的なエネルギー価
格を踏まえた更なるリス
ク対応も重要

シナリオ想定外
の技術進展など

エネルギー安全保障・

安定供給、経済性（相対
的なエネルギー価格）に
配慮したリスク対応

排出上振
れ大シナ
リオ

誓約政策

実行シナ
リオ

リスク対応



CO2限界削減費用（炭素価格）
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単位：USD/tCO2 （2000年価格）

排出削減シナリオ（2040年▲73%） 炭素価格シナリオ

成長実現
シナリオ

再エネ
シナリオ

水素系
燃料
シナリオ

CCS
シナリオ

低成長
シナリオ

排出上振
れ
シナリオ

排出上振
れ大
シナリオ

誓約政策
実行
シナリオ

日本
2040 301 369 467 396 538 257 116 41

2050 578 716 742 892 951 500 141 50

米国
2040 294 350 409 362 410 257 116 0

2050 262 348 454 350 467 500 141 0

英国
2040 294 350 419 369 428 257 116 84

2050 317 387 558 452 579 500 141 89

EU
2040 298 350 409 362 410 257 116 84

2050 413 516 648 541 664 500 141 89

その他
2040 294 350 409 362 410 257 20～116 0～84

2050 262 348 454 350 467 500 31～141 0～89

ü 現状での国際情勢とそれに伴う産業リーケージの防止の視点からは、今回、追加分析した２つの炭素価格シナリオ
における炭素価格水準程度を視野に入れる必要があると考えられる。
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水素・アンモニア輸入
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バイオマス CO2回収有
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合成燃料輸入

石油 CO2回収無

石炭 CO2回収有

石炭 CO2回収無

一次エネルギー供給量
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▲73%                    ▲61% ▲52% ▲41%                       ▲100% (CN)             ▲79% ▲63% ▲45%
日本全体のGHG排出量（2013年比） [2022年▲23%]
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気体燃料：天然ガス

(非エネルギー利用)
液体燃料：石油系燃料

(非エネルギー利用)
固体燃料：石炭

(非エネルギー利用)
電力

気体燃料：アンモニア

気体燃料：水素

気体燃料：合成メタン

気体燃料：天然ガス

液体燃料：バイオ燃料

液体燃料：合成燃料

液体燃料：石油系燃料

固体燃料：バイオマス

固体燃料：石炭

電化率（右軸）

最終エネルギー消費量
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▲73%                 ▲61% ▲52% ▲41%                     ▲100% (CN)             ▲79%  ▲63% ▲45%

ü 電化率は、排出制約が厳しい（炭素価格が高い）ほど高くなる。
ü 「排出上振れ大シナリオ」、「誓約政策実行シナリオ」では、2050年までには最終エネルギー消費での水素、
アンモニア、e-methane、e-fuelsの利用はかなり抑制される。

ü バイオ燃料の拡大は、いずれのシナリオにおいても経済合理的

日本全体のGHG排出量（2013年比） [2022年▲23%（森林吸収源対策含）]
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発
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電
力
量

[T
W

h/
yr

]

太陽光(系統接続なし)
風力(系統接続なし)
アンモニア混焼

アンモニア専焼

水素混焼

水素専焼

太陽熱

太陽光

洋上風力

陸上風力

原子力

水力・地熱

バイオマス混焼 CO2回収あり
バイオマス専焼 CO2回収あり
バイオマス混焼 CO2回収なし
バイオマス専焼 CO2回収なし
ガス火力 CO2回収あり
ガスCGS
ガス火力 CO2回収なし
石油火力 CO2回収あり
石油火力 CO2回収なし
石炭火力 CO2回収あり
石炭火力 CO2回収なし

発電電力量
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再エネ比率（2022年：22%）
16% 17%  38% 38% 38% 38%  38% 38% 38% 28% 17%  48%  51% 51% 47% 41%  35% 31% 29% 17%  58% 68% 61%  60% 50% 53% 30% 26%   

日本全体のGHG排出量（2013年比） [2022年▲23%（森林吸収源対策含）]
▲73%         ▲61% ▲52% ▲41%          ▲100% (CN)        ▲79% ▲63% ▲45%▲46%             ▲43% ▲42% ▲32%

ü 「低成長シナリオ」を除いて、総発電電力量は増大。多様な電源の組み合わせが重要
ü バイオマス発電は、大きなシェアを占めるわけではないが、いずれのシナリオでも増大傾向
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2040年のエネルギー需給見通し
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エネルギー基本計画：バイオマス発電関係



３．主要な温暖化対策技術および
バイオエネルギーをめぐる現状



太陽光・風力発電コスト実績：世界と日本
24

出典）調達価格等算定委員会資料（2025）

ü 再エネのコストは単体では低廉になってきた。カーボンニュートラルの実現に向けて
再エネの拡大は重要

ü しかしながら多くの課題に直面してきている。



大規模太陽光発電に関する課題
25

ü 国土面積、とりわけ平地
面積が小さい日本では、
再エネ拡大は容易では
ない。

ü 地域共生の課題に直面
してきている。

出典）政府資料 (2024)



ペロブスカイト太陽光発電の開発と普及に向けた取り組み
26

出典）政府資料 (2024)

官民協議会も設立され、技術開発・普及を加速中。ただし、まだコスト高で、FIT/FIPでの支援には至って
いない（＝まだ技術開発段階）。



風力発電に関する課題：コスト上昇
27

出典）日本風力発電協会資料 (2025, 2026)

【陸上風力】

【洋上風力】

ü 海域指定洋上風力第１ラウンド三菱商事撤退
ü 第２、３ラウンドは、長期脱炭素電源オークシ
ョン参入を認め、コスト上昇に対応

ü 風力発電のコスト上昇が顕著



各種再生可能エネルギーの発電コスト
28

出典）調達価格等算定委員会資料 (2025)

ü 本資料では、バイオマス系の発電は、運転維持費が高く、10円/kWhといった水準の達成は難しい
のではないかと示唆できるグラフが提示されている。

ü しかし、需給調整、森林保全、国産化の視点など、副次的な価値も含めて評価は必要



再エネの拡大に向けて：プッシュ型の電力系統形成
29

プッシュ型での系統形成を行う方針（費用便益分析を実施）。偏在する再エネの大量導入によって、系統増強へ
の大きな投資が必要。ただし、設備利用率が低くなって、託送料金が増大し過ぎないよう、適切な投資が必要

出典）電力広域的運営推進機関 (2022)

ベースシナリオ再エネ50%程度の導入時
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水素系エネルギーの利活用

ü 水素系エネルギーも、製造方法、利用方法ともに複数の可能性がある。技術を特定し過ぎず、幅広
い選択肢を有して、市場競争を促すことが必要

ü 他方、水素は新規インフラが必要な一方、合成燃料（e-fuels）や合成メタン（e-methane）は既存イ
ンフラの大部分は利用可能で、かつ混合率も調整しやすく、柔軟性を有する。

出典）日本政府、GX実現に向けた専門家ワーキンググループ資料（2023）
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日本ガス協会：ガスビジョン2050

出典）日本ガス協会、2025年6月策定



32
バイオガスの都市ガス利用

出典）総合資源エネルギー調査会ガス事業環境整備WG、日本ガス協会説明資料（2025年11月）
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海外バイオメタン調達の動き

出典）METIメタネーション官民協議会、大阪ガス説明資料（2025年12月）



34
足下での合成燃料製造方法の方針変更

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月

グリーンイノベーション（GI）基金を用いて、FT合成による変動性再エネベースの高効率な合成燃料
（e-fuels）製造を目指してきたが、コスト高の状況の中、バイオ系に方針転換
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世界におけるバイオエタノールの需給動向

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月

ü 現状では、米国、ブラジルでは、若干の供給余力があると見られている。
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世界におけるバイオエタノールの混合義務・目標

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月
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国産バイオエタノール製造に関する取組状況

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月



38
次世代液体燃料政策におけるSAFの位置づけ

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月
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主な国内SAFプロジェクト

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月

注）HEFA：植物油・廃油ベース、ATJ：バイオエタノールベース



４．バイオエネルギー関係の政策動向
と展望
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FITからFIPへの移行

出典）再エネ大量導入小委(2025)
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FIP移行の動向（2024年12月末時点）

出典）再エネ大量導入小委(2025)
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FIP移行時の出力制御順の見直し

出典）再エネ大量導入小委(2025)
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FIP移行時の非化石価値の直接取引

出典）再エネ大量導入小委(2025)



GX-ETS（排出量取引制度）の導入
45



46
バイオエタノール導入拡大に向けたアクションプラン

出典）総合資源エネルギー調査会脱炭素燃料政策小委員会、2025年12月（アクションプランは2025年11月に改定）



５．まとめ



¨ バイオマスといっても、極めて多様で、特性も様々

¨ 資源が広い地域に分散しているため、収集・運搬・管理にコストがかかる小規
模分散型の設備になりがち

¨ 分散エネルギーとして、熱エネルギーを利用できる機会もある。

¨ エネルギー安全保障上の課題意識の拡大。国産バイオマスの利用の場合、エ
ネルギー安全保障上の利点がある。

¨ 森林、畜産資源の有効な活用、地域活性化の機会とし得る。

¨ 調整力として利用しやすい。FIPへの移行や、高値となっている需給調整市場
への移行のメリット有

¨ 今後、GX-ETSの導入も予定。FIT/FIPから自立化した活用の検討は重要
¨ 水素系エネルギー、CCSなど、脱炭素に資するエネルギーは必須だが、ガス
ではe-methaneの前にバイオマス、液体燃料ではe-fuelsの前にバイオ燃料
の活用によるトランジションの方向性も強まっているなど、エネルギー全体にお
いて、バイオエネルギーの果たす役割は増してきている。SAFも同様

¨ 電力需要は今後増大見込み。調整可能で、脱炭素なバイオマス利用の重要性
は一層増すと考えられる。

まとめ
48



付録 参考資料



日本のエネルギーシステムコスト増分、電力費用
50

*1 []（青字）はベースラインからのコスト増分。
*2 発電端での限界費用。ただし、系統統合費用は含む。2020年のモデル推計の電力限界費用は166 US$/MWh
*3 発電端での平均費用。ただし、系統統合費用は含む。2020年のモデル推計の電力平均費用は95 US$/MWh

成長実現
シナリオ

再エネ
シナリオ

水素系燃料
シナリオ

CCS
シナリオ

低成長
シナリオ

排出上振れ
シナリオ

排出上振れ
大シナリオ

誓約政策
実行
シナリオ

2040 2050 2040 2050 2040 2050 2040 2050 2040 2050 2040 2050 2040 2050 2040 2050

エネルギーシス
テムコスト増分

[billion US$/yr]*1
[+48] [+129] [+61] [+193] [+105] [+256] [+85] [+226] [+152] [+337] [+97] [+166] [+84] [+93] [+67] [+74]

電力限界費用
[US$/MWh]*2 212 197 224 258 251 287 242 279 311 318 213 244 168 162 141 125

電力平均費用
[US$/MWh] *3 139 134 141 168 155 186 146 147 154 213 130 147 104 122 89 89

ü 「排出上振れ大シナリオ」になると、2040～50年の電力費用は、現状並み
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